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近年，地震や豪雨等により多発するため池の被災を受け，老朽化ため池に対する堤体土質調査が全

国で実施されている．現況の堤体強度を調べ，堤体の安定性を評価するために，原位置から採取され

た不撹乱試料に対し，室内土質試験が実施される．本研究では不撹乱状態での試料サンプリングの省

略を目指し，再構成試料から不撹乱試料の強度定数の推定を検討した．圧密非排水三軸圧縮試験によ

りため池堤体土における不撹乱・再構成試料のせん断強度特性を比較し，得られた強度定数を用いて

安定計算を行った．その結果，ϕ′は不撹乱・再構成の違いによる顕著な差はみられないことが分かっ

た．一方で c′の値の差と堤体サイズによっては，安全率を過小評価することがわかった． 
 

キーワード：ため池堤体土，再構成，せん断強度特性，安定計算      （IGC：D-06，H-04) 

 

1. はじめに 

 

ため池は全国に約20万か所存在し，その多くは大正時代以前

に築造されている 1)．近年多発する豪雨や地震によって，多くの

ため池が被災したことから，老朽化ため池の維持管理が社会的

問題となっている． 

平成23年の東北地方太平洋沖地震において福島県の藤沼ダム

が決壊し，下流域に死者 7 名，行方不明者 1 名の甚大な被害が

発生した 2)．これを受けて，平成 25 年度から全国各地で，豪雨

や地震に対する防災対策を必要とするため池に対して点検・調

査が実施されている 3)．なかでも，下流部に住宅や公共施設等が

あり，ため池が決壊した場合に深刻な被害を与える恐れのある

ため池を防災重点ため池とし，豪雨および地震における堤体の

安定性を評価するために詳細な調査が実施されている． そのよ

うな状況下で，平成30年7月豪雨によって，中国地方を中心に

多くのため池が決壊し，下流部に甚大な被害をもたらした．この

豪雨によって，広島県と岡山県を中心に32箇所のため池が決壊

したが，その内29箇所が防災重点ため池に指定されていなかっ

た 4)．また，多数のため池に堤体のすべり破壊等の損傷が生じた．

写真-1に下流法面が崩壊した岡山県のため池の状況を示す．農

林水産省はこの豪雨災害を受け，防災重点ため池の選定基準の

見直しを行った 4)．このことから，今後，全国で防災重点ため池

の数が増加すると考える．また，今後も大地震や豪雨の発生が危

惧されることから，ため池に対する迅速な調査・改修が望まれ

る． 

一方，ため池堤体の土質調査では，原位置からサンプリングさ

れた不撹乱試料に対して室内土質試験が実施されるケースがあ

る．しかし，調査対象となる全てのため池に対して不撹乱状態で

試料を採取することは，多大な労力に加えて高額な費用と調査

期間の長期化が課題となる．そこで本研究では，不撹乱試料サン

プリングの省略によるため池調査の効率化を目指し，乱れた状

態の撹乱試料を再構成した試料から，不撹乱試料の強度定数の

推定を検討した． 

一般的に，不撹乱試料と再構成（撹乱）試料では，土の変形や

せん断強度特性に違いがあることが知られている 5), 6)．実地盤で

は年代効果の影響によって土粒子構造が優位になるためであり，

これらの影響を定量的に評価することは，地盤工学において重

要な研究課題となっている．既往の研究として，八木ら 7)は，飽

和粘性土においては，乱れの影響による内部摩擦角 ϕ´の変化は

ほとんどないと報告している．また，亀井ら 8)は，土のコンシス

テンシー特性の異なる粘性土を用いて，不撹乱試料と練返し再

構成試料に対し圧密定体積一面せん断試験を実施し，せん断特

性の比較と両者の強度定数を用いてモデル地盤に対して安定解

析を行った．その結果，不撹乱試料と再構成試料のせん断強度

は，不撹乱試料の方が再構成試料より5～15%大きくなった．ま

 

写真-1 下流法面が崩壊したため池（岡山県岡山市） 
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た，再構成試料から得られた強度定数を用いて安定性評価を行

うと実地盤の安定性を過小評価すると報告している．また，亀井

ら 9)は，海成粘土については，非排水せん断中に発生する過剰間

隙水圧は，不撹乱試料が再構成試料より小さくなることを報告

している．これらは，自然堆積の粘性土に対して実施された研究

である．土構造物である堤体から採取した，砂や粘土が入り混じ

った堤体土に対して，不撹乱試料と再構成試料のせん断強度特

性の比較や堤体の安定解析を実施した例はない．また，土地改良

事業設計指針「ため池整備 10)」には，不撹乱試料の採取が困難

な場合は，原位置の密度に合わせた再構成試料を三軸圧縮試験

に用いることが示されている．しかしながら，実際に再構成試料

を用いて堤体の安定性評価がなされた報告は極めて少ない． 

そこで本論文では，ため池堤体土試料を用いて，不撹乱試料お

よび不撹乱試料を乱して再構成した試料に対して圧密非排水三

軸試験（CU����）を実施し，両者のせん断強度特性を比較評価した．

また，両者の強度定数を用いて堤体の安定解析を行い，強度定数

の違いが堤体の安定性に及ぼす影響について検討した． 

2．試験方法 

 

2.1 ため池堤体土試料 

 本研究で用いた堤体土試料は，山口県内に存在する 4 箇所の

ため池A～D から採取した堤体土A～D である．表-1に各ため

池の型式，堤高，貯水量，堤頂幅，上流・下流の勾配を示す．

また，堤体の断面図および試料採取箇所を図-1に示す．い

ずれの試料もシンウォールサンプラーまたはトリプルチューブ

サンプラーを用いて，不撹乱状態で採取した．なお，「地盤調査

の方法と解説」11)においては，各種サンプラーにより採取された

試料は「乱れの少ない試料」と定義されている．本論文では，こ

れらの試料を「不撹乱試料」と称する 9), 12)． 

堤体土を採取したため池の堤体型式は，ため池A，ため池B，

ため池Dは傾斜遮水ゾーン型，ため池Cは均一型である 10)．た

め池の堤体構成は，遮水を目的とする部分を「刃金土」，遮水部

分より上流側を「抱土」，下流側を「鞘土」と定義される 13)．一

方で，試料採取したため池については，「抱土」と「鞘土」にあ

表-1 ため池の概要 

ため池 堤体型式 
堤高 

（ｍ） 

貯水量 

（m3） 

堤頂幅 

（m） 

上流勾配 

（1：N） 

下流勾配 

（1：N） 

A 傾斜遮水ゾーン型 11.00 20,000 4.0 2.0 1.6 

B 傾斜遮水ゾーン型 6.40 7,900 4.0 2.0 1.8 

C 均一型 7.64 295,000 5.0 1.1 1.8 

D 傾斜遮水ゾーン型 9.14 60,900 3.5 1.9 1.8 

 

 

 

 
図-1 ため池堤体の断面図および試料採取深さ 
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たる堤体部が同一の土質であったことから図-1では，遮水部以

外の堤体については鞘土と表記している．また，各試料の採取箇

所は，ため池A，ため池B，ため池Cが堤体中央部（鞘土），た

め池Dは遮水部（刃金土）から試料を採取している．  

ため池A，ため池 D はそれぞれ 1997 年，1986 年に全面改修

されているが，それ以外のため池の改修履歴は不明である．表-

2 に各堤体土の採取深度と物理特性，図-2 に各堤体土の粒度分

布を示す．すべての堤体土は，細粒分質砂に分類される．また，

塑性指数は堤体土Cが非塑性N.Pで，それ以外の堤体土が IP=9.6

～28.6 である．これらの 4 つの堤体土の IP，Fcは他県のため池

の堤体土例えば14)の物性値から大きく外れてはおらず，4つの堤体

土と類似した堤体土から成るため池は全国に数多くあると考え

る． 

 

2.2 供試体作製方法および試験手順 

本研究の堤体土は，細粒分を34～49 %程度含む砂質土である

ため圧密非排水三軸試験（CU����）を適用した．せん断中は，軸圧

縮力，軸変位量，間隙水圧を計測した． 

不撹乱試料は，サンプラーにより採取されたサンプルをトリ

ミング法によって直径5 cm，高さ10 cmの三軸試験用供試体に 
成形した．背圧は200 kPaとし，二重負圧法により供試体を飽和

し，圧密前の間隙水圧計係数B値が0.95以上であることを確認

した．その後，所定の有効拘束圧 σ ć で圧密し，ひずみ速度

0.15%/minで軸ひずみ εa=15 %に達するまで非排水せん断を行っ

た．なお，σ ćの値は，不撹乱試料が採取された深度を考慮して，

原位置における土被り圧の値が含まれるように設定した．圧密

の打ち切り時間は3t法により決定した． 

 表-3に再構成試料の試験ケースを示す．表には再構成供試体

の目標となる初期状態量である含水比w0，湿潤密度 ρt 0，乾燥密

度 ρd0，間隙比 e0および試験条件，有効拘束圧 σ ćを示している．

再構成供試体は不撹乱試料を自然乾燥させ，所定の含水比にな

るように蒸留水を加えながら十分練返し，高さ10 cm，内径5 cm

 表-2 各堤体土試料の採取深度と物理特性 

堤体土 
採取深度  

（GL-m） 

土粒子密度 

ρs （g/cm3） 

液性限界  

wL（%） 

塑性限界  

wP（%） 

塑性指数  

IP 

細粒分含有率 

Fc（%） 

A 7.0~8.0 2.682 42.2 32.6 9.6 34.8 

B 2.5~3.5 2.713 46.9 34.3 12.6 49.3 

C 8.0~9.0 2.691 44.5 N.P N.P 40.5 

D 1.0~2.0 2.639 46.6 18.0 28.6 49.3 
 

表-3 再構成試料の試験ケース 

堤体土 

供試体の目標初期状態量 試験条件 

w0  

(%)  

ρt 0 

 (g/cm3) 

ρd0  

(g/cm3) 
e0 

σ ć 

(kPa) 

A 25.5 1.880 1.498 0.790 50, 100, 150 

B 36.0 1.900 1.397 0.942 30, 50, 100 

C 34.0 1.854 1.384 0.944 50, 100, 150 

D 30.4 1.913 1.467 0.799 50, 100, 150 
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図-2 各堤体土の粒度分布 

 

 
図-3 圧密後の不撹乱と再構成試料の間隙比の関係 
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のモールド内に突き固めた．その後，自立する供試体を三軸試

験機にセットした．再構成供試体の目標となる初期状態量は，

含水比および湿潤・乾燥密度が，各堤体土の不撹乱供試体の初

期状態（採取時）の代表的な値と同等になるように作製した．

なお，代表的な値とは，1 種類の堤体土における 3 本の不撹乱

供試体の初期状態量の平均値，または 3 本の中で最も乾燥密度

が高い供試体の初期状態量である．また，供試体が自立しない

場合は，負圧法を用いて 2 つ割りモールド内で供試体を突固め

て作製した．σ ćは，それぞれの不撹乱試料と同じになるように

設定した．飽和は不撹乱試料と同様の手順を経て，圧密前の間

隙圧係数B値が0.95以上であることを確認した．その後は所定

の圧密応力で圧密し，ひずみ速度 0.15 %/min で εa=15 %に達す

るまで非排水せん断を行った． 

 

 

3． 試験結果と考察  

 

3.1 不撹乱および再構成試料のせん断強度特性 

図-3 に所定の σ ć に応じた不撹乱および再構成試料の圧密後

の間隙比 ecの関係を示す．両試料とも 1 種類の堤体土につき供

試体が 3 本なので，堤体土ごとに 3 点プロットしている．ecは

不撹乱試料の方が再構成試料よりも大きくなる傾向にある．2.2

で述べたように，いずれの堤体土も再構成試料の初期状態量は，

不撹乱試料の代表的な値に合わせている．再構成試料の初期状

態量は，堤体土ごとに概ね統一されているが，不撹乱試料は同一

の堤体土であっても初期状態量にバラつきがある．そのため，同

じ堤体土および同じσ ćの下であっても，不撹乱試料供試体と再

構成試料の ecには差が生じる． 

図-4に堤体土 A の不撹乱と再構成試料のせん断挙動を示す．

実線は不撹乱試料のせん断挙動，破線は再構成試料のせん断挙

動である．軸差応力σ₁-σ₃は，不撹乱・再構成試料ともに，軸ひ

ずみ εa=2 %に達するまで著しく上昇している．εa=2 %以降は，

不撹乱試料のσ₁-σ₃は，軸ひずみの増加に伴って緩やかに増加す

るひずみ硬化型のせん断挙動を示している．一方，再構成試料で

はいずれのσ ćの下においても，ひずみ硬化は見られず εa=2 %付

近から定常状態に達した．また，不撹乱と再構成試料のσ₁-σ₃は，

不撹乱試料の方が再構成試料よりも大きくなる傾向にあった．

この傾向は，堤体土B，Dにおいても同様であった．これは，再

構成試料では，撹乱により不撹乱状態の堤体土の年代効果が喪

失し強度が低下したためだと考えられる．築造から数十年のた

め池においても，不撹乱試料は年代効果によってせん断強度が

増加されていることが推察される． 

 次に，図-4 に示した過剰間隙水圧 Δu に着目する．堤体土 A

の不撹乱試料では，Δuはせん断の進行に伴い増加した後，εa=2 %

付近でピークを示し，その後，Δuが減少傾向に転じている．こ

のΔuの減少は，せん断の進行に伴い供試体が収縮から膨張の挙

動を示したためである．不撹乱試料では，この挙動が特に顕著に

表れている．なお，本試験は非排水せん断であるため，供試体の

体積は変化しない．ここでの収縮，膨張の表記は非排水せん断時

のΔu の発生に伴う有効応力径路の挙動に対して用いている 15)．

不撹乱試料の土粒子構造が比較的強固であるため，負のダイレ

イタンシーの発生が抑制され，密詰めの砂のような挙動を示し

たと考えられる．図-4に示した不撹乱および再構成試料のΔuの

挙動は，堤体土B，Dにおいても同様な挙動が見られた． 

 図-5に堤体土Aの有効応力経路を示す．有効応力経路は，縦

軸が σ₁-σ₃の 1/2，横軸が平均有効応力(σ´1+σ 3́)/2 で表している．

不撹乱試料は，せん断の進行に伴い供試体が膨張し，Δuが減少

した．そのため，図-5に示したように，いずれのσ ćの下におい

ても，有効応力が増加する挙動を示していることが分かる．一方

で，再構成試料は不撹乱試料と比較して正のΔuの発生量が大き

かったことから，σ ć=100，150kPaのケースではせん断の進行に

伴い有効応力は減少している．一方，σ ć=50 kPa のケースでは，
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図-5  堤体土Aの有効応力経路 

 

図-4 堤体土Aの非排水せん断挙動 
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有効応力経路は不撹乱と再構成試料の挙動に顕著な違いはなく，

いずれもせん断に伴い有効応力が増加する挙動を示している．

締固めによって，ため池の築堤時および再構成試料の作製時に

先行荷重が加えられていることもあり，供試体が正のダイレイ

タンシー挙動を示す比較的低い拘束圧下では，不撹乱と再構成

試料の間に大きな強度差は現れないことが示唆される 16)． 

図-6 に堤体土 C の不撹乱と再構成試料のせん断挙動を示す．

不撹乱試料のσ₁-σ₃は，σ´c=100，150kPaのケースにおいて εa=1%

に達するまで著しく上昇し，その後は緩やかに単調増加し，最終

的には定常状態に至った．一方，再構成試料のせん断挙動は，い

ずれのσ´cの下においてもσ₁-σ₃はεa=1 %に達するまで急上昇し，

その後ひずみ硬化している．また，σ ćの違いによらず，εa=1 5%

における不撹乱試料と再構成試料の σ₁-σ₃には顕著な差はなか

った．小西ら 17)は，非塑性の細粒土を含む混合土のせん断挙動

は，非塑性細粒分の含有率に関係なくひずみ硬化を示すと報告

している．同様に，非塑性試料である堤体土 C も，再構成試料

はせん断中にひずみ硬化する挙動を示し，堤体土A のような塑

性を示す試料のせん断挙動とは大きく異なった． 

Δuを比較すると，不撹乱および再構成試料ともに，εa=2 %付

近まで著しく上昇し，その後，緩やかに増加したのちに減少する

挙動を示しており，挙動に顕著な違いは見られなかった．しか

し，正のΔuの発生量は不撹乱試料より再構成試料のほうが大き

くなった． 

図-7に堤体土Cの有効応力経路を示す．不撹乱試料の有効応

力経路は，せん断初期に有効応力が減少し，その後は増加する挙

動に転じた．一方，再構成試料の有効応力経路は，特にσ´c=100，

150kPa のケースでは，せん断初期に正の Δu が不撹乱試料より

も大きく発生したため，有効応力は収縮挙動を示し不撹乱試料

より大きく減少した．その後，変相点に達した後に膨張する挙動

に転じた．  

図-8に，各堤体土の不撹乱および再構成試料の最大軸差応力

の差Δ(σ₁-σ₃)maxと塑性指数 IPの関係を各σ ćに分けて示す．非塑

性の堤体土Cは，いずれのσ ć下においても，他の堤体土よりも

Δ(σ₁-σ₃)maxは小さいことがわかる．一方，堤体土A，B，Dはσ ć

が大きい程，Δ(σ₁-σ₃)maxは大きくなった．また，σ ć=30，50kPaの

低拘束圧領域では，Δ(σ₁-σ₃)maxは小さな値を示した．以上より，

非塑性の土や低拘束圧領域では，乱れを受けたことによる土粒

子構造の変化がせん断強度特性に及ぼす影響は小さい可能性が

ある． 

 

3.2 強度定数の比較 

土質強度定数である内部摩擦角 ϕ´と見かけの粘着力 c´は，図

-5，図-7に示したように，1つの土試料につきσ ćの異なる3本

の有効応力経路から決定した．3本の有効応力経路それぞれにお

ける最大軸差応力の 1/2 の値とその時の平均有効応力の値を有

効応力経路にプロットし，それらのプロットを近似した直線の

勾配m1および切片𝑓𝑓𝑓𝑓1から以下の式(1)，(2)より算出される 18)． 
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 図-7 堤体土Cの有効応力経路 

 

 
図-8 各堤体土の不撹乱および再構成試料の 

  最大軸差応力の差と塑性指数の関係 

 

 

 図-6 堤体土Cの非排水せん断挙動 
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ϕ´ = 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠−1 𝑚𝑚𝑚𝑚1              (1) 

 

𝑐𝑐𝑐𝑐´ = 𝑓𝑓𝑓𝑓1 �1 −𝑚𝑚𝑚𝑚1
2⁄              (2) 

 

図-9に不撹乱および再構成試料の ϕ´の関係を示す．ϕ´は，両

試料の間で約1~3 °の差があり，顕著な差は見られなかった．こ

の結果は，八木ら 7)の粘性土を用いた研究結果と同じであった．

土粒子間の摩擦特性に起因する ϕ´は，少なくとも本研究のよう

に，せん断前に圧密された供試体においては撹乱の影響を受け

にくいといえる．一方，図-10に示した c´は，堤体土A，Bでは

再構成試料よりも不撹乱試料の方が高い，または再構成試料の

c´が不撹乱試料の c´に近い値を示した．堤体土C，Dの c´は，再

構成試料の方が不撹乱試料よりも大きくなった．本研究の三軸

圧縮試験におけるσ ćの範囲には，比較的低い拘束圧領域も含ま

れているため，再構成試料も堤体土B を除いては c´を有する結

果となった．c´の変化を定量的に評価するには，年代効果による

セメンテーションや不撹乱試料の不均質性などを考慮する必要

があると考える．表-4に各堤体土の不撹乱および再構成試料の

強度定数の一覧を示す． 

  

3.3 強度定数の違いが堤体の安定解析に与える影響 

 不撹乱および再構成試料の強度定数の違いが堤体の安全率に

及ぼす影響を検討するために，モデル堤体に対して安定解析を

行った． 安定解析には，実務で多く利用されているフェレニウ

ス法を用いた．また，今回は解析ソフトとして五大開発株式会社

の「堤体安定計算システム ため池計算」を用いた．堤体法面の

安全率Fsを式(3)により算出した．安定解析には破壊時の過剰間

隙水圧は考慮していないが，「ため池整備」に従いϕ´，c´を用い

ている． 

 

 𝐹𝐹𝐹𝐹𝑠𝑠𝑠𝑠 = ∑�𝑐𝑐𝑐𝑐´𝑙𝑙𝑙𝑙+(𝑊𝑊𝑊𝑊𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠 𝜃𝜃𝜃𝜃−𝑢𝑢𝑢𝑢𝑙𝑙𝑙𝑙) 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝜙𝜙𝜙𝜙´�
∑𝑊𝑊𝑊𝑊𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡𝑡𝑡 𝜃𝜃𝜃𝜃

            (3) 

 

ここで， 

c :́各スライスのすべり面の粘着力 (kPa)   

W:各スライスのすべり面上に働く自重 (kN/m) 

θ: 各スライスのすべり面傾斜角 (°) 

u: 各スライスに作用する間隙水圧 (kN/m)  

ϕ :́各スライスのすべり面の内部摩擦角 (°) 

l :各スライスのすべり面の長さ (m) 

なお，今回は水圧を考慮しないのでul=0である． 

本論文の解析では，半径の異なる数パターンの円弧に対して

Fsを計算し，最小安全率となるすべり面を決定した．安定解析で

は，図-11の堤体モデルを用いた．堤高HをH=2.0，5.0，10，15 

mの4パターンに設定した．表-1に示した4つの堤体寸法に基

  表-4 各堤体土の強度定数 

堤体土 供試体の状態 
粘着力 

c´（kPa） 

内部摩擦角 

ϕ´（°） 

A 
不撹乱 4.9 36.9 

再構成 2.4 34.8 

B 
不撹乱 0.3 38.6 

再構成 0.0 36.7 

C 
不撹乱 0.0 36.5 

再構成 5.4 35.0 

D 
不撹乱 1.8 36.6 

再構成 3.7 33.2 
 

 
図-9 各堤体土の不撹乱および再構成試料のϕ  ́

 
図-10 各堤体土の不撹乱および再構成試料のc  ́

 

 

 

図-11 堤体モデル 

 

B=4.0m

H
1：1.8
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づき堤頂幅 B=4.0 m，勾配 1：1.8 に設定した．実際の堤体型式

や試料採取箇所は，図-1に示したようにため池によって異なる

が，安定解析では堤体土A~Dのみで構成された均一型の堤体モ

デルをそれぞれ作成した．そのため，試料の採取箇所の違いが安

定解析に与える影響はないといえる．ため池堤体の安定解析で

は，安全率に大きな影響を与える堤体浸潤線および地下水位を

考慮することが重要である．しかし，本論文では，安全率の算出

結果に及ぼす要因として，強度定数の違いにのみ着目している

ため，解析ではこれらを考慮していない． 

図-12(a)～(d)に，各堤体土の不撹乱と再構成試料のϕ´，c´の

値（表-4参照）を用いて算出した安全率Fsと堤高Hの関係を示

す．なお，堤体土B のように c´がゼロに近い場合は，c´=0 とし

て設定するケースもあるが，本論文の主旨と異なるため，不撹乱

および再構成試料の強度定数をそのまま用いている．また，本研

究で用いた堤体土では，不撹乱と再構成試料の c´の差は全体的

に小さい．しかし，図-4～7に示したせん断挙動や有効応力経路

をみると，不撹乱と再構成で明らかに差があることから，両者の

強度定数の差についても必ずしも実験誤差とは言い切れないと

考える． 

不撹乱試料の ϕ´，c´を用いて算出した安全率を Fsu，再構成試

料のϕ´，c´による安全率をFsdと表記する．また，c´=0 kPa の場

合，図-13に示したようにすべり面がごく浅いすべり面となり，

実際の法面崩壊時の形状とは合致しない．このような表層のご

く浅いすべり面が最小安全率となる理由は，式(3)において，c´=0 

kPaの場合では，必然的にW cos𝜃𝜃𝜃𝜃が最も小さい時，すなわち表

層における Fsが最小となるためである．このような場合には，

最小安全率がごく浅いすべり面にならないようにすべり円弧を

設定するケースがある．そこで，再構成試料の c´がゼロとなっ

た堤体土Bに対して，Fsuで算出されたすべり面に，再構成試料

の c´，ϕ´を当てはめることで，安全率Fsduを算出した．今回は堤

体土B に加え，比較として，堤体土A，D についても同様にし

て Fsduを算出した．なお，堤体土 C は，不撹乱試料が c´=0 kPa

だったことから今回は対象から除いた．図-12(a)，（b），(d)には

FsduとHの関係も示している． 

図-12（b）の堤体土B において，H=2 m の場合Fsdは，Fsuの

約0.8倍小さく，図-12（c）の堤体土Cの場合では，FsdはFsuの

約 2.2 倍大きい．また，図-12(a)～(d)より，いずれの堤体土に

おいてもFsの差はHの増加に伴い低下する．これは，Hが低い

場合はすべり面上の土塊が薄く，式(3)中のW cos𝜃𝜃𝜃𝜃，W sin𝜃𝜃𝜃𝜃が
小さくなり，Fsが c´に支配されるためである．したがって，不撹

乱試料と再構成試料の c´の差が比較的大きい堤体土A，C，Dで

は，堤高が低い場合では Fsの差も大きくなる．H が増加すると

Fsに与える c´の影響が小さくなるので，いずれの堤体土もH=15 

m の場合は，Fsuと Fsdの差は 10～23%程度であり，H=2 m のケ

ースにおけるFsuとFsdの差に比べ小さくなった．堤体土B は，

不撹乱と再構成試料の c´の差が 0.3kPa と小さかったため，c´に

よるFsへの影響が小さかったと考えられる．なお，表-4に示し

たように，本研究の堤体土はϕ´の差が約 1~3°であり，安定計算
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1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2.0
2.2
2.4
2.6
2.8
3.0

堤体土A  Fsu ( cʹ=4.9kPa，ϕ =́36.9)̊
 Fsd (cʹ=2.4kPa，ϕ =́34.8)̊
 Fsdu(cʹ=2.4kPa，ϕ =́34.8)̊

安
全

率
 

堤高 H  
(a) 堤体土A 

0 2 4 6 8 10 12 14 16
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
2.0
2.2
2.4
2.6
2.8
3.0

堤体土B

安
全
率

 

堤高 H

  Fsu (cʹ=0.3kPa，ϕ =́38.6)̊
  Fsd (cʹ=0.0kPa，ϕ =́36.7)̊
  Fsdu(cʹ=0.0kPa，ϕ =́36.7)̊)

 
(b) 堤体土B 
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(d) 堤体土D 

 

図-12 各堤体土の不撹乱および再構成試料の強度

定数を用いた安全率と堤高の関係 
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にはこの差はほとんど影響していないことを確認している． 

次に，Fsduと H の関係に着目する．図-12（b）の堤体土 B の

場合，Fsuと同じすべり面に設定したことで，Fsduの値はFsdより

も僅かに大きくなった．H=2mの場合では，Fsduは Fsuの約0.9倍

小さい．また，図-12（a），（d）の堤体土A，Dでは，いずれの

H においても，Fsduは Fsdとほぼ同じ値を示した．堤体土 A，D

は再構成試料も c´を有していたため，そもそもとして Fsuと Fsd

のすべり面がほぼ同じであったためである．  

以上より，本論文で用いた堤体土では，再構成試料の c´が不

撹乱試料の c´よりも低下した堤体土 A，B では再構成試料の強

度定数を用いると Fsを過小評価するが，安全側の設計となるこ

とが分かった．また，再構成試料の c´が不撹乱試料の c´よりも

増加した堤体土C，Dでは，Fsも増加した．また，堤高が高くな

ると不撹乱と再構成試料の Fsの差は小さくなるため，堤高が高

い場合は，再構成試料の強度定数を用いることも可能だと考え

る．一部の条件下においては，再構成試料の c´が 0 kPa の場合

は，すべり面を人為的に設定して安定解析を行う方法が有効で

あることがわかった． 

本論文で検討した安定解析は，強度定数の違いのみに着目し

ていることに注意が必要である．実務に用いるためには，今後の

課題として以下を検討する必要がある．一つ目は，堤体内の浸潤

線を設定すると Fsが小さくなることは明らかであるが，今回の

安定解析では浸潤線を考慮しておらず，限定的な条件の下で解

析を実施している．今後は，地下水位および浸潤線が不撹乱と再

構成試料の Fsの差に及ぼす影響を定量的に明らかにする必要が

ある．二つ目は，本論文では不撹乱試料の c´の値が小さい堤体

土を対象としたため，今後は c´のデータを幅広く蓄積すること

が必要である． 

 

 

4. まとめ 

 

本研究では乱れを受けた堤体の撹乱試料から不撹乱試料の強

度定数を推定しその結果を安定解析に活用することを検討した．

研究から得られた知見を以下に示す． 

(1) 本研究で用いた塑性を有する堤体土では，軸差応力は不撹

乱試料が再構成試料よりも大きく，過剰間隙水圧は不撹乱

試料より再構成試料の方が大きくなった．また，非塑性の

堤体土では，最大軸差応力は不撹乱と再構成試料にほとん

ど差はなかった．過剰間隙水圧の発生量は再構成試料の方

が大きかった．  

(2) 堤体土の不撹乱および再構成試料の内部摩擦角 ϕ´は，約

1~3 %と顕著な差は見られなかった．したがって，再構成

試料のϕ´から不撹乱試料のϕ´を推定できるといえる． 

(3) 再構成試料から不撹乱試料のc´を推定するには，年代効果

の影響を考慮する必要がある． 

(4) 不撹乱試料と再構成試料の c´に差が大きい程 Fs の差も大

きくなる．また，Fsの差は堤高が高くなるにつれて小さく

なる．そのため，堤高が高い場合や不撹乱と再構成試料の

c´の差が小さい場合は，再構成試料の強度定数を用いるこ

とが可能だといえる．また，再構成試料の c´が0 kPaの場

合は，すべり面を設定して安定解析を行う方法が有効とい

える． 

時間経過によって発達すると考えられる年代効果と c´の関係

を明らかにすれば，c´の推定は可能だと考える．今後は，ため池

の築造年代に着目して，年代効果と c´の関係性を明らかにして

いきたい． 
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